
熊本地震の経験と教訓をいかした災害に強い持続可能なまちづくり
熊本県熊本市（2019年度選定）

6.取組成果

◆ライフライン強靭化プロジェクト/脱炭素社会の実現に向けた取組
• 従来と比較して、約1.5万トンのCO₂排出量と約2.6億円の電力料金を削減。
• 大型蓄電池の整備（累計6箇所）を行うことで、効率的なエネルギーの地産地消と災害に
強いまちづくりを推進。

◆フェアトレードの普及啓発
• 継続した市民への広報啓発活動を実施したことにより、フェアトレードを知っている市民の割合
が55.9％に増加。

◆企業等の交流促進と熊本連携中枢都市圏における連携
• 熊本県SDGｓ登録制度に熊本市内1,157事業者（県内2,233事業者）が決定。
• くまもとSDGsプラットフォーム登録会員同士のSDGsに関する事業マッチングが8件成立。
◆地下水保全の取組の見える化と深化
• 北部・西部地域において施肥対策により、硝酸性窒素濃度が低減。
• 水源かん養林および水田湛水の面積拡大により、推定かん養量が増加。
• 市民1人1日あたりの水使用量が昨年度より減少。

7.今後の展開策

国内外で災害が頻発している中、本市モデル事業の需要は高まっており、モデル事業の取組状
況をリモートも活用し積極的に域外へ情報発信していく。特に、熊本連携中枢都市圏へ横展開
することで、カーボンニュートラルと地域防災力の向上を図っていく。また、熊本連携中枢都市圏の
市町村と連携して、住民へSDGsに資する具体的な行動を促していくとともに、プラットフォームを
活用した企業等同士の交流によるニーズとシーズのマッチング、地域における自律的好循環を促
進することで、地域課題の解決を図り、持続可能な社会の実現を目指していく。

8.他地域への展
開状況（普及効果）

市内外の学校や団体に対する出前講座の実施（2023年度末時点：22回）、本市オリジナル「Kumamoto for SDGs」ロゴマークの法人や個人
等が実施するSDGs活動への使用（2023年度末時点：37件許可）、ホームページで取組の発信などによる普及展開を実施。また、熊本連携中枢
都市圏において、地球温暖化対策やくまもとSDGsプラットフォームの運用など、連携した取組を実施している。

4.自治体SDGs推進等に向けた取組

◆ライフライン強靭化プロジェクト/脱炭素社会の実現に向けた取組
• 本市のごみ焼却施設で発電した電力を市の施設に供給する「自立分
散型エネルギーシステム」により、削減した電気料金を原資に、市民と
事業者を対象とする省エネ機器導入補助を実施。

• 大型蓄電池の整備等を行うとともに、電気自動車（EV）を活用した
電力供給の震災対処実動訓練を日産グループと連携して実施。

◆フェアトレードの普及啓発
• 年間を通したSDGs関連イベントの出店やセミナー、マルシェ、出前講
座等による、フェアトレードの広報・啓発を実施。

◆企業等の交流促進と熊本連携中枢都市圏における連携
• 熊本連携中枢都市圏域内の登録企業等が交流できるプラットフォーム
による、SDGsに関する事業のマッチング支援などを実施。

◆地下水保全の取組の見える化と深化
• 東部堆肥センターを適切に管理運営し、地下水への硝酸性窒素負荷
量を低減。

• 地下水量を保全するためのかん養域において森林づくり及び転作田を
活用した水田湛水事業を推進。

• 節水市民運動を展開し、市民の節水意識の更なる向上を促進。

5.取組推進の工夫

熊本連携中枢都市圏や熊本県SDGs登録制度の企業等と積極的に連
携することで、各種取組を継続深化できる体制を構築している。

1.地域の特徴と
課題及び目標

熊本市は、九州の中核をなす拠点都市であるとともに、アジアで初めてのフェアトレードシティとして取組を推進し
ている国際都市である。一方で、熊本地震の経験を踏まえて校区防災連絡会を設置するなど、活発な地域コ
ミュニティが形成されているほか、水道水源を100％地下水で賄うなど、豊かな自然に恵まれた都市である。
人口減少・少子高齢化による担い手不足や地域コミュニティ力の低下等が懸念される中、「熊本地震からの復
興と災害に強いまちづくり」「地域経済の再生と活性化」「人口減少・超高齢社会への対応」「地域コミュニティの
維持・向上」「脱炭素への取組」を課題として捉え、「安全安心な『上質な生活都市』」の実現を目指す。

2.関連する
 ゴール

3.取組の概要
(三側面をつなぐ統合
的取組概要を含む)

市民自らが主体となり自主自立のまちづくりを行う「地域主義」の基本理念に基づき、健康コミュニティ都市づくりや未来を担う人づくり、包摂的な避難所運営組織の設
置など、地域を単位とした防災力（ソフト面）の向上に取り組む。また、持続可能で利便性が高い公共交通網の形成と、清らかな地下水や再生可能エネルギーなどが
有効活用できる都市基盤（ハード面）の強靭化にも併せて取り組む。加えて、新たな熊本の経済成長をけん引する地域経済の活性化に取り組み、復興を加速化さ
せるとともに、熊本地震の経験と教訓から得た、これらの知見や技術を世界と共有することで、レジリエントでより良い社会、希望ある将来づくりに貢献する。
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